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出所：APEC 事務局ホームページ，StatsAPEC より作成


















































































































































































に FTA を発効させた。一方，東アジアにおいては，ASEAN 諸国が１９９２年に











である GATT を牽引してきた米国が，GATT の基本原則である無差別原則の
例外として認められている FTA を推進する姿勢に転じたことにより，世界各





ASEAN 諸国以外の東アジア諸国は，１９９０年代末になって FTA に関心を示
すようになった。実際，日本，韓国，中国，台湾は１９９０年代末時点において
FTA ないしは関税同盟のような地域統合に参加していなかった数少ない主要















日本は FTA 交渉の開始では韓国に遅れを取ったが，FTA の発効では日本が
先行した。日本の最初の FTA はシンガポールとの FTA であり，２００２年に発
効した５）。その後，ASEAN 諸国を中心とした二国間 FTA を積極的に締結し，
現時点では１３の FTA を発効させており，豪州，湾岸協力会議 (GCC) 諸国な
４） 東アジアにおける FTA の動向については，経済産業省 (2012) などを参照。
５） 公式には経済連携協定 (EPA) という名称が用いられている。その理由としては，貿易自
由化だけではなく，円滑化，投資の自由化・円滑化，さらには経済協力などの包括的な内容
を含む取り決めであることから，貿易自由化を表わす FTA ではなく，EPA と呼んでいる。
但し，近年，世界諸国で締結されている多くの FTA は包括的な内容を含んでいることから，












中国は２００１年に WTO 加盟を果たした後，FTA を積極的に進めるようにな
った。初めに香港，マカオと各々 FTA を発効させた後に，ASEAN との FTA






交渉中 調 印 発 効 合 計
日本 ５ ０ ５ ０ １３ ２３
中国 ７ ２ ５ ０ １２ ２６
韓国 １２ １ ８ １ ９ ３１
台湾 ２ １ １ ０ ５ ９
香港 ０ ０ ０ １ ３ ４
ブルネイ ５ ２ １ ０ ８ １６
カンボジア ３ ０ １ ０ ６ １０
インドネシア ５ １ ５ ２ ７ ２０
ラオス ３ ０ １ ０ ８ １２
マレーシア ７ １ ４ ２ １１ ２５
ミャンマー ３ １ １ ０ ６ １１
フィリピン ５ ０ １ ０ ７ １３
シンガポール ５ １ ９ ３ １８ ３６
タイ ６ ３ ４ ０ １２ ２５
ベトナム ４ １ ４ １ ７ １７
インド ７ ４ ９ ０ １３ ３３
豪州 ３ ２ ７ １ ８ ２１




を進めた。東アジアにおける FTA は，AFTA を除いては，二国間 FTA であ
ったことから，中国による ASEAN への FTA の提案は，日本や韓国などの国々
から驚きを持ってみられた。その後，台湾との FTA などを発効させ，現在１２
の FTA を発効させている。現在，南部アフリカ関税同盟 (SACU)，豪州，スイ
スなどと交渉を行っている。







ASEAN は２１世紀に入り，積極的に多くの国々と FTA を締結してきた。２００５
年に中国との FTA を発効させてから２０１０年までに韓国，日本，豪州・ニュ
ージーランド，インドとの間に５つの ASEAN＋１と呼ばれている FTA を発効
させており，ASEAN は東アジアにおける FTA のハブ（軸）的存在になってい
る。これらの FTA は ASEAN が働きかけたというよりは，相手から持ちかけ
られたという性格が強いようであるが，相手の国々にとって経済面および政治
面において ASEAN の重要性を認識させることができたことは ASEAN の外交






ASEAN 加盟国の中には単独で ASEAN 加盟国以外の国々とも FTA を進め
ている国々もある。最も積極的なのはシンガポールである。シンガポールは現
時点で日本や米国などと１８の FTA を発効させている。さらに現在交渉中や
提案されている FTA を含めると３６にも上る。その他の ASEAN 諸国では，














国と EU はメキシコと FTA を締結し，両者の企業はメキシコ市場への無関税
アクセスを享受していたからである。そこで，日本企業はメキシコと FTA 交
渉を行って不利な状況を解消するよう日本政府に圧力をかけた。他方，日本の
東アジアに対する FTA はより積極的であった。１９８０年代以降，ASEAN など
の東アジアの発展途上諸国においては貿易や投資の自由化が大きく進展したが，
依然として障壁が残っていたことから，それらの障壁を削減させる手段として














７） 石川 (2002) を参照。
浦田秀次郎：日本のアジア太平洋経済戦略：TPP への対応
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争を示している一つの例としては，日中による ASEAN との FTA への働きか
けが挙げられる。中国は香港，マカオを除いて最初の FTA の相手国・地域と
して経済的および政治的重要性から ASEAN を選んだ。一方，ASEAN との
FTA で出遅れた日本は中国と ASEAN が FTA 交渉開始に合意した翌日（２００２
年１１月５日）に FTA を ASEAN に提案した。日中以外でも ASEAN や韓国も
FTA を東アジアでの影響力を維持，拡大する手段と見なしている。
３．３ アジア太平洋を包摂する FTA の可能性：TPP と RCEP
東アジア諸国を包摂する FTA 構想も浮上している。１９９８年の ASEAN+3
（ASEAN 加盟国，中国，日本，韓国）首脳会議では，長期的な経済協力ビジョン



















ASEAN+6の政府は CEPEA 実現にあたって重要な４つの分野（EAFTA で取り
上げた同じテーマ）を抽出し，ワーキンググループの下で検討を進めた。





ようになってきた。また日中共に EAFTA および CEPEA の活動に参加してい
るが，その理由としては，東アジアにおける地域統合の推進には両国間におけ
る良好な関係の維持が重要であるとの共通の認識があると思われる。実際，
EAFTA および CEPEA の活動を通じて，日中間の対抗意識は薄れてきている
ようにも思われる。
EAFTA および CEPEA 実現に向けての４分野に関する議論が進展したこと
を受けて，２０１１年８月の ASEAN 経済大臣関連会合において日本と中国は










ASEAN と FTA を締結する用意ができている東アジアの国々が参加できる枠
組みである。RCEP に関しては，財貿易，サービス貿易，投資に関するワーキ
ンググループが設立され，議論が進められている。本年（２０１２年）１１月に開催
された ASEAN+6首脳会議において RCEP 交渉開始にむけての宣言が出され，

















東アジア諸国を包摂する RCEP は，既存の ASEAN+1FTA を束ねることで
設立が可能であるという見方がある。理論的には間違ってはいないが，ASEAN
+1FTA の内容がかなり異なっていることから，実際にはそう簡単ではない９）。



















































































































































































































































































































































































































































































































































よび環太平洋戦略的経済連携協定 (TPP) があるとしている。TPP は２００６年に
シンガポール，ニュージーランド，チリ，ブルネイの４か国を加盟国として設











































東アジアでは二国間・複数国間の FTA が数多く締結されてきた。FTA 加盟
国が FTA による免税措置を活用するには，貿易される財が加盟国で製造され
たことを証明する原産地証明を取得しなければならないが，FTA 間で原産地






れた ASEAN+6を対象とした RCEP である。





















































日本 １６ ３ １０ ８８０ ５ １１ ９７０
中国 ６０ ８ ２１ ５００ ５ ２４ ５４５
韓国 ４ ３ ７ ６８０ ３ ７ ６９５
台湾 ２３ ６ １２ ６５５ ６ １２ ７２０
香港 ２ ４ ５ ５７５ ４ ５ ５６５
ブルネイ ３５ ６ １９ ６８０ ６ １５ ７４５
カンボジア １２０ ９ ２２ ７３２ １０ ２６ ８７２
インドネシア ３９ ４ １７ ６４４ ７ ２７ ６６０
ラオス １６８ ９ ４４ １，８８０ １０ ４６ ２，０３５
マレーシア １８ ６ １７ ４５０ ７ １４ ４３５
ミャンマー na na na na na na na
フィリピン ５１ ７ １５ ６３０ ８ １４ ７３０
シンガポール １ ４ ５ ４５６ ４ ４ ４３９
タイ １７ ５ １４ ６２５ ５ １３ ７５０
ベトナム ６８ ６ ２２ ５８０ ８ ２１ ６７０
インドネシア １０９ ８ １６ １，０９５ ９ ２０ １，０７０
豪州 ３０ ６ ９ １，０６０ ５ ８ １，１１９
ニュージーランド ２７ ７ １０ ８５５ ５ ９ ８２５
注：２０１１年６月の数値

































１５） World Bank, World Development Indicators on line.
経済研究所年報・第２６号（２０１３）
― ―２６
図表８ 日本，中国，世界の GDP 成長率
出所：World Bank, World Development Indicators on line
図表９ 日米中の GDP

































































































































































































































































TPP は TPP 参加国の市場開放をもたらすことから，TPP 参加国間の貿易を
拡大させ，経済成長を促進する１７）。以下では，日本を主語として議論を進める




























































１８） 因みに，上述したような FTA により加盟国間の貿易が拡大する効果を貿易創出効果と呼
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